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１．モニタリング調査の目的と必要性について 

 

森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業では、活動組織の皆様に、交付金に

よる活動の成果を数値で示していただくためのモニタリング調査を行っていた

だくことになりました。 

 

１－１ モニタリング調査の目的 

モニタリング調査を行うことで、本交付金を活用した皆様の活動がどのよう

に日本全国の森林の状態の改善に寄与し、多面的機能の発揮の向上につながっ

ているのかを、数値に基づいて説明できるようにしていきます。 

 

１－２ モニタリング調査の必要性 

本交付金は、国の予算に基づいて交付されています。そのため、この交付金に

よる活動が、森林での多面的機能を発揮する上で効果的であることを示し、国の

予算が有効に利用されていることを証明する必要があります。 

本交付金を用いた活動により、どのように森林の多面的機能が改善されたの

かを調べるためには、まず、活動対象地となる森林等が、活動前にどのような状

態にあるのかを知る（示す）ことが必要です。 

現在の森林の状態を調べることは、目指す森林づくりに向け、どのような作業

や活動が必要であるのか、その作業や活動にどのような意味があるのか、目標に

向けた進捗状況はどの程度であるのか、などを知る（示す）ことにつながります。 

 

本ガイドラインでは、モニタリング調査の方法や留意点などについて、紹介し

ていきます。  
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【活動実施前】 

〇森林の状態 

放置竹林 

〇初回調査の結果 

竹の本数 

１万本/ha 
 

 

 

 

 

 

 

 

【活動実施中】 

〇活動内容 

竹林整備 

（竹の伐採、集積、処理） 

 

 

 

 

 

 

【活動終了後】 

〇森林の状態 

美しく整備された竹林 

〇年次調査の結果 

3,500 本／ha 

 

 

 

 

 

 

モニタリング調査のイメージ（例：竹林整備） 

目標林型（目標とする森林の姿）：タケノコの採れる美しい竹林 

数値目標：3,500 本/ha 
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１－３ モニタリング調査を実施することの意義 

モニタリング調査を実施することで、ＰＤＣＡサイクルの考え方に沿って、活

動を進めていくことができます。 

PDCAサイクルとは、計画（Ｐｌａｎ）、活動実施（Ｄｏ）、成果の確認（Ｃｈ

ｅｃｋ）、計画の見直し（Ａｃｔｉｏｎ）の一連の流れにより、活動状況を管理

することです。これにより、対象森林の課題を把握した上で、効果的に活動を行

い、対象森林の状態を継続的に改善していくことができるようになります。 

（PDCA サイクルに沿った、本交付金の活動におけるモニタリング調査の流

れは 8ページをご覧ください。） 

 

 

 

図 モニタリング調査を組み込んだ年間活動の流れ（PDCA サイクル） 
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2．モニタリング調査の進め方 

 

モニタリング調査の実施・報告と、交付金の採択申請・活動実施・報告の一

連の流れを下図に示します。図中①～⑥について次ページ以降に解説します。 

 

 

 

① 目標林型（森づくりの目標）と調査方法を決める 

 

 

「活動計画書」に目標林型と調査方法を記載する 

 

 

１年目の採択申請  ２・３年目の採択申請 

 

 

１年目の採択決定  ２・３年目の採択決定 

 

 

② 初回調査を行う 

                 採択申請前 

                の実施も可 

③ 数値目標を決める 

 

 

④ 交付金の活動を行う 

 

 

⑤ 年次調査を行う（地域協議会へ報告する） 

 

 

⑥ 「活動計画」を見直す（作業内容、数値目標等） 

 

図 モニタリング調査の実施・報告の流れ  

1 年目の手順 ２年目・3 年目の手順 
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① 目標林型（森づくりの目標）と調査方法を決める 

 １年目の採択申請前に、活動対象地となる森林（対象森林）において、

どんな森づくりをしていきたいのかの目標(目標林型)を決めます。 

 目標林型と活動内容に応じて、モニタリング調査の方法を決めます。調

査方法は、対象森林が目標林型に近づいていることを示す数値が得られ

るものを、活動組織の皆さんに決めていただきます。具体的な調査方法

の例は 14ページの「目指す森林の姿（目標林型）、モニタリングの調査

方法・調査項目の例」をご覧ください。 

 本ガイドラインに記載されていない目標・調査方法を独自に提案するこ

ともできます。提案方法等は、40~42 ページの「4．独自の目標・調査

方法の提案について」をご覧ください。 

 「活動計画書」に目標林型とモニタリング調査の方法を記載し、採択申

請書とともに地域協議会へ提出してください。地域協議会は、目標林型

と調査方法の妥当性も含め、採択の可否を審査します。 

 

② 初回調査を行う 

 初回調査は、交付金の活動を開始する前の対象森林の現状を把握するた

めに行います。 

 初回調査は、通常は 1年目の採択を受けた後に実施します。 

 初回調査は、交付金採択前（採択申請前を含む）に実施していただいて

も構いません。ただし、採択前に実施した調査の経費は、原則として交

付金の対象外となります。 

 本交付金による作業を始める前に、対象森林における標準的な場所に調

査を行う場所（調査区等）を設定します。 

 調査区等は、同じ林相（同じ目標）の活動対象地内に、最低１か所は設

けるようにしてください。 

 調査区等を一度決めたら、原則として活動が終了するまで同じ場所で調

査を行います。（例外として、木材資源利用調査など、初回調査と年次調

査の場所と方法が異なる場合もあります。）調査区等の場所が分からな
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くなることがないようにビニールテープやペンキ等で目印となる木や

調査区域周囲の木に印を付けたり、杭を打ったりしてください。 

 

③ 数値目標を決める 

 初回調査の結果を踏まえ、交付金の活動期間（原則 3年間）の終了時に

達成すべき数値目標を決めてください。 

 数値目標は、森林の状態がどのように改善できたのか、対象森林が目標

林型に近づいているのかを、数値で確認できる指標を設定してください。 

 本交付金の数値目標は交付金の活動期間の 3 年間に達成すべきもので

あり、１年目や２年目に達成できなくても構いません（単年度単位で見

た場合に、選択した調査で改善が確認できなくても構いません）。 

 数値目標は、地域の事情や、メンバーの習熟度、森づくりの長期的な目

標なども踏まえて、活動組織で決めていきます。実現が不可能な数値目

標を立ててしまうと、活動の際の安全確保が軽視されてしまうなどの問

題が起こりえます。3年間で何を達成するかを、活動組織内でよく話し

合って決めてください。 

 数値目標を決める話し合いの結果、より望ましい目標林型、あるいは調

査方法への変更が必要となった場合は、理由を添えて地域協議会に相談

してください。地域協議会の承諾が得られれば、目標林型や調査方法を

変更できます。 

 

④ 交付金の活動を行う 

 初回調査を実施し、数値目標を設定できたら、数値目標の達成を目指し

て、交付金の作業を開始します。 

 実施する作業は、数値目標の達成に必要な作業を中心に実施します。数

値目標の達成に支障が無ければ、森林・山村の多面的機能を発揮する上

で必要な他の作業も実施できます。 
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⑤ 年次調査を行う（地域協議会へ報告する） 

 「年次調査」は、毎年度の活動成果を確認するために実施します。 

 年次調査は、交付金の活動期間（原則３年）、毎年度、交付金の活動の終

了後に実施してください。 

 年次調査は、原則として、初回調査と同じ場所、同じ方法で実施してく

ださい。（例外あり） 

 年次調査は、原則として、初回調査とは別に実施してください。交付金

の１年目は、「初回調査」と「年次調査」を実施します（同年度内に２回

の調査を実施）。２年目からは「年次調査」のみ実施します。 

 年次調査の結果を踏まえ、数値目標の達成度の確認、次年度に向けた改

善策の検討を行い、これらを「モニタリング結果報告書」にとりまとめ、

地域協議会へ報告してください。 

 調査上の必要から、年次調査を年度内に実施できない場合は、翌年度の

実施可能な時期に調査を行い、速やかに地域協議会へ報告してください。 

 

⑥ 活動計画を見直す 

 年次調査の結果に基づいて、必要な場合は次年度の改善策を活動計画に

反映してください。その際、数値目標やモニタリング方法の変更が必要

と思われる場合は、理由を添えて地域協議会にご相談ください。数値目

標等は、合理的な理由を地域協議会に示して承諾が得られれば、変更す

ることができます。 

 森づくりは、交付金事業の終了により終わるものではなく、その後も活

動を継続していく場合があります。交付金終了後はモニタリングを実施

する義務はありませんが、森林の状態をさらに良い状態へと改善してい

くためには、森林の状態を定期的に把握し、計画を見直しながら活動を

継続することが有効です。 

 

次のページにおいて、PDCA サイクルに基づいたモニタリング調査の流れを

紹介します。  
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図 モニタリング調査の流れ 

 

 

P 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 

どのような森林の姿を目指すのか（目標林型）、そのため

にどのような活動を行うのかを決めます。あわせて、目標

や活動内容に応じて、どのような方法で調査するのかを

決めます。（関連情報 5 ページ） 

①森づくりの 

目標と調査 

方法を決める 

本交付金で活動を実施する前の状態を確認するための調

査を行います。標準的な活動を行うモデルとなる場所を

決めて、調査を実施します。（関連情報 5 ページ） 

②初回調査 

本交付金の活動終了時（基本的には 3年後）までに達成す

る数値目標を決めます。活動組織の事情や森林の状態、地

域の事情などを考慮して、実現可能な目標（数値目標）を

決めます。（関連情報 6 ページ） 

③数値目標を 

決める 

各年度（毎年）の活動成果を確認する調査を実施します。

年次調査の結果を踏まえ、目標達成度と次年度の改善策

を検討し、「モニタリング結果報告書」を作成して地域協

議会に報告します。（関連情報 7 ページ） 

④年次調査 

（活動成果 

確認） 

年次調査の結果に基づき、必要に応じて、次年度の改善策

を活動計画に反映します。初回調査に基づいて決めた数

値目標は、合理的な理由があれば変更することができま

す。地域協議会にご相談ください。（関連情報 7 ページ） 

⑤活動計画・ 

数値目標の 

見直し 

活動計画に基づいて、森林の多面的機能を向上させるための活動実施 
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「２．モニタリング調査の進め方」の Q&A 

Ｑ１：調査結果が時期や天候等の影響を受ける場合はどのように調査を行え

ばよいでしょうか？ 

Ａ１：調査時期や調査当日の気象条件等によって、調査結果が大きく異なる

ことが想定される調査を実施する場合は、初回調査と年次調査の実施条

件を可能な限り一致させてください。 

そのため、天気や調査日時など、モニタリング調査の結果に影響を及

ぼすと考えられる要素がある場合には、初回調査の際に忘れずに記録し

てください。 

 

Ｑ２：春にしか確認できない植物を対象とする場合のように、調査上の必要か

ら交付金の１年目に初回調査を行うことができない場合、モニタリング調査

はどのように実施すればよいでしょうか？ 

Ａ２：初回調査は、通常、1年目の採択後、交付金の作業開始までの期間に

実施します。しかし、ご質問のケースでは、この期間に初回調査を実施

することができないので、交付金の採択前（採択日の前年度以降の実施

に限る。）、あるいは交付金の作業開始後（採択日から 1年以内の実施に

限る。）に実施した調査データを活用することができます。調査の必要

上から、初回調査を交付金の作業開始後に実施せざるを得ない場合は、

初回調査をもって 1年目の年次調査とすることができます。 

また、調査の必要上から、年次調査を年度内に実施することができな

い場合は、翌年度の調査実施が可能な時期に調査を実施し、速やかに地

域協議会へ報告してください。 

いずれの場合も、事前に理由を添えて地域協議会に相談し、承諾を得

てください。 

なお、調査の実施期間が交付金の採択前及び交付金の採択期間を過ぎ

ている場合には、交付金の交付対象とはならないため、ご注意ください。  
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Q ３：本交付金の採択前から、対象森林内でモニタリング調査を実施していま

す。採択前に行った調査を、モニタリング調査の初回調査とすることはでき

ますか。 

Ａ３：本交付金の採択前から調査を行っている場合は、本ガイドラインの

15~33ページの「3－2 具体的な調査方法例」に記載されているもの

と同様の調査で、交付金採択の前年度以降に実施したものであれば、そ

の結果を初回調査として利用することができます。 

「3－2 具体的な調査方法例」に記載されていない調査であっても、

独自の調査として認められる場合がありますので、地域協議会にご相談

ください。（40~42 ページの「4．独自の目標・調査方法の提案につい

て」参照） 

 

Q ４：同一の場所におけるモニタリングの調査方法を２年目以降に変更するこ

とは可能ですか？ 

A４：目指す森づくりの目標を評価する上で適切な内容である場合には、  

途中で調査方法を変更することもできます。 

ただし、調査方法を変更する場合には、地域協議会に理由を説明した

上で承諾を得るようにしてください。 

また、改めて初回調査を実施する必要があります。 

Q ５：平成３０年度に交付金の３年目を迎える活動組織は、どのようにモニタ

リング調査を行えばよいですか？ 

A５： モニタリング調査が義務付けられた平成２９年度に初回調査と年次調

査を行っていると思います。平成３０年度の交付金の活動が終了した後、

最終の年次調査を行ってください。 
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Ｑ６：まずモニタリング調査区で作業を行って、その場所の改善された状態を、

対象森林全体に広げていく場合は、1 年目で成果をあげられる一方で、2 年

目、3 年目は活動を行っているにもかかわらず、その結果をモニタリング調

査に反映することができなくなることが懸念されます。その場合、どのよう

に報告をすればよいでしょうか？ 

Ａ６： 数値目標を達成するための活動を、まず、調査区等で実施した後に、

対象森林全体に広げていくこともできます。その場合は、目指す活動が

対象森林の何割で達成されているのかを確認し、毎年の年次調査の結果

報告の際に、概ねの達成状況を報告してください。 

 

（例）人工林で、１年目に４ha、２年目と３年目に３ha ずつ、計 10ha

の間伐を実施する場合を考えます。初回調査は、木の混み具合（18

ページを参照）を調べた結果、樹高 20m、100m2当たり立木本数 10

本、相対幹距比（Sr 値）15.8 の結果が得られたとします。数値目標

を Sr 値 17.7（約 2 ポイントの改善。間伐後の立木本数 8 本）とし

た場合、間伐率は 2 割となります。対象森林の状態が全体的に一様

なので、3 年間とも 2 割間伐を実施することにします。２割間伐を

計画どおり３年間実施できた場合は、Sr 値を 15.8 から 17.7 に改善

する間伐を、１年目は対象森林の 4割

（10ha 中 4ha）で、２年目は同７割

（10ha 中 7ha）、3 年目は同 10 割

（10ha 中 10ha）で達成したと報告

することも可能です。  

なお、この例で活動組織が受け取れる交付金の額は、1年目は 4ha

分、2年目と 3年目は 3ha 分となります。 

     

   あるいは、年度ごとに調査区を変更して調査することもできます。た

だし、調査区を変更する場合には、変更した調査区についても初回調査

を実施してください。 

 

１年目 ２年目 ３年目 

４ha ３ha ３ha 

  （７ha） （10ha) 

４割 ７割 10 割 
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Q ７：数値目標の変更はどのような場合に可能ですか？ 

A７： 年次調査の後に計画の見直しを行い、その際に数値目標の変更が必要

であるかどうかも検討してください。 

本交付金における数値目標は、活動組織の皆さんが交付金の活動期間

（原則 3年間）に実現可能な範囲内で森林の状態を改善させる目標を設

定していただくことになります。 

しかし、実際に作業を行ってみたところ、予期せぬ課題が生じること

で、当初の数値目標を達成することが難しいことが判明することもある

かもしれません。その場合は、数値目標を変更することが可能です。 

ただし、数値目標を変更する際には、必ず地域協議会にその理由を報

告し、その承諾を得てください。複数回の数値目標の変更も可能ですが、

理由の報告は、数値目標の変更のたびに行ってください。 

また、数値目標を変更する理由となった課題については、可能な範囲

で、改善のための対応を行ってください。 

 

 

例 1：気象害等のために、３年後に目標達成が見込めない。 

目指すべき森林の姿を決めて活動計画に従い活動を行ったが、台風の影響で

予定していた作業が十分に実施できず、当初設定した目標が適切でなくなった。 

例 2：鳥獣被害が予想外にひどい。 

シカやノウサギなど野生の動物に植栽した苗木を食べられてしまった。 

※このような場合は、数値目標を変更するとともに、どのような動物による鳥

獣被害が生じているのかを調べ、鳥獣対策も行うようにしてください。 

例 3：病虫害による立ち枯れが発生。 

キクイムシの大量発生により、作業予定地を含む周辺の森林で大規模な立ち

枯れが発生した。 

例 4：安全確保上の問題が生じた。 

計画に沿って森林管理を進めたところ、過度に高い目標を設定していたため、

安全確保上の問題が生じることが判明した。 

数値目標を見直す場合の例 
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３．調査方法について  

 

３－１ 調査方法の決め方 

調査方法は以下のような手順で決めていきます。 

 

① まず、活動組織の中で、どのような森林の姿（目標林型）を目指すのか

を確認します。 

② 目指す森林の姿（目標林型）に誘導していくため、交付金の活動期間（原

則 3年間）で、どのような活動を行うかを整理します。 

③ 活動内容を整理した上で、活動成果を評価するための方法（モニタリン

グ調査方法）を決めます。 

 モニタリング調査方法と調査項目の例を次のページで紹介してい

ます。 

 個々のモニタリング方法の詳細は、15~33 ページの「3-2 具体的

な調査方法例」で紹介しています。 

 この交付金は、多様な活動を対象としているため、次ページの表に

例示した調査方法では、皆さんが目指す目標林型や成果を適切に反

映できない場合があります。このため、次ページの表以外の目標・

調査方法を地域協議会に提案することが可能です（地域協議会の承

認が必要）。独自の目標・調査方法の提案については、40～42ペー

ジの「4．独自の目標・調査方法の提案について」をご覧ください。 
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目指す森林の姿（目標林型）、モニタリングの調査方法・調査項目の例 

目標林型 モニタリング方法 調査項目の例 調査概要 調査区 タイプ 参照頁 

スギ、ヒノキの

大径材生産林の

整備・利用 

①木の混み具合調査 

（相対幹距比・間伐率） 

相対幹距比（Ｓｒ値） 

間伐率（％） 

木の混み具合を数値化することにより、その森林において間伐が必要な状態か、どの程度の伐採が必要かなど調べ

ます。主に針葉樹林に適した調査です。 
100㎡ 里山林 p16 

⑨木材資源利用調査 材の搬出量（ｍ３） 
 伐採した木材を林内から搬出して、木材、薪、燃料などとして利活用する場合の利用実態を把握し、持続的な森林

管理を行うために、その搬出量を調べます。 

100㎡※ 

※初回調査 
資源 p29 

人工林をきれい

にする 

①木の混み具合調査 

（相対幹距比・間伐率） 

相対幹距比（Ｓｒ値） 

間伐率（％） 
 上述 100 ㎡ 里山林 p16 

⑤樹木の本数調査 立木本数（本） 

林床の光環境の改善などを目的に林内中低木の除伐を行う際、調査区画内の一定の高さ以上の樹木がどれだけあ

り、どの程度を伐採するかを調べます。本数を数える対象とする樹木の高さ（樹高）をどの程度にするかは、現地の

状況に応じて設定します。 

100㎡ 里山林 p24 

⑥見通し調査 林縁部等からの見通し距離（ｍ） 

灌木やササ等が密集した森林で除伐を行う場合で、初回調査時に草本や灌木の本数調査を行うことが困難な場合

等、林縁部からの視認距離の改善状況を調べます。見通しを確認する際の地上高（cm）は、不法投棄防止や獣害防

止など、活動目的に応じて決めます。 

定点調査 里山林 p25 

広葉樹の森の整

備・景観改善 

生物多様性に富

む森づくり 

 

②木の混み具合調査 

（胸高断面積調査） 
胸高断面積（㎡） 

木の混み具合を改善し、胸高断面積を一定水準内にすることで、生物多様性の向上などに寄与するために、どの程

度の伐採が必要かなど調べます。主に常緑樹を交えた広葉樹林での活動に適した調査です。 
100㎡ 里山林 p18 

③植生調査 

（下層植生調査） 

目的とする植物の確認個体数ない

しは開花個体数 

藪払いや灌木の除伐などにより、林床環境を改善し、目標とする植物の生育状況などを調べます。目標とする植物

は「希少種」あるいは「里山林の指標種」とします。 
25㎡ 里山林 p21 

④萌芽再生率調査 
萌芽再生率（萌芽再生した株の数／

萌芽再生を想定して伐採した本数） 
萌芽更新を想定して伐採した木のうち、萌芽が再生し、その萌芽が生存している株の割合を調べます。 25㎡ 里山林 p23 

⑤樹木の本数調査 立木本数（本）  上述 100 ㎡ 里山林 p24 

⑥見通し調査 林縁部等からの見通し調査（ｍ）  上述 定点調査 里山林 p25 

針広混交の複層

林化 

①木の混み具合調査 

（相対幹距比・間伐率） 

相対幹距比（Ｓｒ値） 

間伐率（％） 
 上述 100 ㎡ 里山林 p16 

⑦苗木の活着状況調査 
活着状況 

単位面積当たりの植栽本数（本） 

森林再生のための植栽木（苗木）の活着状況を調べます。苗木は、遺伝子資源の維持の観点から、できる限り苗木

の植栽予定地と近隣で採取された実生を利用するようにします。 
100㎡ 里山林 p27 

森林再生 

（植栽地） 
⑦苗木の活着状況調査 

活着状況 

単位面積当たりの植栽本数（本） 
上述 100㎡ 里山林 p27 

タケノコの採れ

る竹林づくり 
⑧竹の本数調査 調査区内の竹の本数（本） 

 望ましい竹林の状態の維持や侵入竹の防止に向けて、必要な作業や進展状況を確認するため、立竹の本数を調べま

す。竹の本数の目標値について、それぞれの地域や都道府県で目標の目安がある場合は、そちらに従ってください。 

25㎡又は 

100㎡ 
竹林 P28 

竹の侵入の防止 ⑧竹の本数調査 調査区内の竹の本数（本） 
 望ましい竹林の状態の維持や侵入竹の防止に向けて、必要な作業や進展状況を確認するため、立竹の本数を調べま

す。目標値は原則として０本としますが、森林の状況に応じて、森林としての機能が失われない程度に定めます。 

25㎡又は 

100㎡ 
竹林 p28 

山の恵みを利用

できる森づくり 

⑨木材資源利用調査 材の搬出量（ｍ３）  上述 100 ㎡ 資源 p29 

⑩特用林産物等利用調査 生産量・販売量（ｍ３、ｔなど） 利用を想定する非木材資源（きのこ類、たけのこ等）の年間の利用量・販売量（数値目標）を調べます。 － 資源 p33 

タイプは「里山林」が地域環境保全タイプ里山林保全活動、「竹林」が地域環境保全タイプ侵入竹除去・竹林整備活動、「資源」が森林資源活用タイプ 
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３－2 具体的な調査方法例 

ここでは、モニタリング調査方法として代表的なものについて紹介していま

す。また、モニタリング調査に当たっての調査区・調査場所の設定方法について

は、34～37ページの「3-3 調査区・調査場所について」を参照ください。 

モニタリング調査は原則として調査区内（あるいは定点）のみで実施しますが、

交付金による活動等は、年度別計画にのっとり、対象森林全体で実施してくださ

い。 
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①木の混み具合調査（相対幹距比・間伐率調査） 【タイプ：里山林】 

調査名 木の混み具合調査（相対幹距比・間伐率調査） 

調査のねらい 

木の混み具合を数値化することによりその森林において間伐が必要

な状態か、どの程度の伐採が必要かなど調べます。 

主に、針葉樹林での活動に適した調査です。 

想定作業 間伐、除伐など 

調査区の設定 100 ㎡（35ページ参照） 

調査方法 【初回調査】 

樹  高：調査区内の上層に届いている木で平均的と思われる高さの

木の樹高（１本）を測定します。（1m単位で測定。cm単

位での厳密な計測を行う必要はありません。） 

木の本数：調査区内の上層に届いている木の本数を数えてください。

低木や潅木を数える必要はありません。調査区を設定する

際に、その境界に当たるか当たらないかの木は本数に数え

ないでください。 

【年次調査】 

樹  高：初回調査と同様に行います。（短期間で上層木の樹高が大

きく成長することは考えにくいため、樹高調査は３年目の

みでも構いません。その場合、相対幹距比を算出する際の

１,２年目の樹高は初回調査の値を利用してください。） 

木の本数：調査区内の上層に届いている木の本数を数えてください。

低木や潅木を数える必要はありません。調査区を設定する

際に、その境界に当たるか当たらないかの木は本数に数え

ないでください。 

樹高と木の本数を調べた後、43 ページの「相対幹距比早見表」を用

いて相対幹距比（Sr）を確認します。 

※ 木の混み具合を調べるために、相対幹距比（Sr）ではなく、間伐率

を計算して、数値目標を設定する方法もあります。間伐率とは、対

象地内の樹木（本数）のうちの伐採木（本数）の割合をいいます。 

間伐率＝(調査区内容の)間伐する本数／(調査区内容の立木本数) 
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留意点など 【相対間距比を改善することの意義】 

この調査によって目指す森づくりとしては、下層植生を発達させる

目的のために立木密度を下げていくことも考えられます。また、スギ・

ヒノキ林等の間伐を進めることで、空いた空間に、（周辺広葉樹林や

落ち葉の下や土の中に留まった種子等からの発芽を期待する形で）広

葉樹の導入を進めて混交林化を目指すケースも考えられます。 

 

【相対間距比（Sr）の目安】 

Sr 値は木の混み具合を示す指標で、一般的には、スギ、ヒノキ林

の場合、Sr＝20％くらいが適当（樹高の20％くらいの間隔で木があ

る状態では間伐不要)と言われています。また Sr が 17％を下回ると

混み過ぎ、14％以下は相当混み過ぎと言われています。 

 

【注意】 

森林の樹木の本数を急速に減らすと、風害や雪害による倒木被害が

発生しやすくなることがあります。年間の最大間伐量は基本的に全体

の 2～3割未満を目安にしてください。（毎年同じ箇所で 2~3割の間

伐を繰り返すことは森林を適正に管理していく上で適切ではありま

せん。間伐は一般的には数年おきに実施するものです。） 

調査を行う上

での工夫例 

【調査区設定の工夫例】 

100 ㎡の調査区で調査を想定していますが、フィールドの状況等

により、50㎡の調査区を二つ設定して調査をしても構いません。 

調査区の設定方法については、35ページで紹介しています。 

参考 相対幹距比は、以下の計算式でも求められます。 

相対幹距比(Sr) =

√
調査区面積(𝑚2)

調査区内の上層木の本数(本)

調査区内の上層木の樹高(𝑚)
× 100

 

本ガイドラインの 43 ページの相対幹距比早見表や 46~47 ページの

調査野帳（Excel 版）はこの計算式を用いて作成しています。早見表や

Excel 版の野帳を用いることで、簡便に相対幹距比を計算することがで

きるようになります。 
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②木の混み具合調査（胸高断面積調査）        【タイプ：里山林】 

調査名 木の混み具合調査（胸高断面積調査） 

調査のねらい 

木の混み具合を改善し、胸高断面積を一定水準内にすることで、生物

多様性の向上などに寄与するために、どの程度の伐採が必要かなど調べ

ます。 

主に常緑樹を交えた広葉樹林での活動に適した調査です。 

想定作業 間伐、除伐など 

調査区の設定 100 ㎡（35ページ参照） 

調査方法 

【初回調査】 

１．100㎡の調査区を設定します。交付金の期間中、該当の場所を調

査することになりますので、目印を付けておきます。 

２．モニタリング調査区内にある胸高直径5cm以上の全ての樹木（明

らかに直径が 5cm 未満の樹木の計測は不要です。）の胸高直径を

測ります。 

３．胸高直径を基に、モニタリング調査区内にある胸高直径 5cm以

上の全ての樹木の胸高断面積を算出します。  

胸高断面積＝（胸高直径÷２）2×円周率※ 

※円周率は「3.14」あるいは「3」とします。胸高直径を測る際

に円周率を利用している場合は、胸高直径を算出する際と胸高

断面積を算出する際の円周率を同じ数字に統一してください。 

４．３で算出した胸高断面積を全て足し合わせることで、100㎡当た

りの胸高断面積合計を算出します。 

５．得られた胸高断面積合計と森林の状態を踏まえて、目指す森づく

りに向けた間伐・除伐の方法を検討します。 

【年次調査】 

 間伐・除伐を行った場合は、初回調査結果から伐採した木の胸高断

面積合計を差し引き、100 ㎡当たりの胸高断面積合計を算出してく

ださい。その際、利用する円周率は必ず初回調査と同じ値を用いてく

ださい。 
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留意点など 

【調査の数値目標の決め方について】 

この調査は、活動対象地の林床が日中でも薄暗く、草本植物の種類

が少ない場合や、花を咲かせる植物がほとんどない場合に、森林内で

の明るさ（相対照度）を改善する場合等を対象とした調査です。 

胸高断面積合計と相対照度は密接に関係しているため、胸高断面積

合計は林床を明るくする上での目安ともなります。数値目標を決める

際には、森林内の明るさや下層植生の状況等を考慮した上で、胸高断

面積合計を何割減らすのかを決めると良いでしょう。 

なお、施業の時期が夏を過ぎると、その効果が翌年春には見られな

いことがあります。初夏までに施業を終わらせると翌年春に効果が期

待できるでしょう。実際の下層植生の変化も確認しながら、毎年の作

業を行うと良いでしょう。 

年間の最大伐採量は基本的に全体の胸高断面積の2～3割未満を目

安にしてください。（毎年同じ箇所で 2～3 割の伐採を繰り返すこと

は森林を適正に管理していく上で適切ではありません。） 

 

【注意】 

調査を簡便にするため、胸高直径5cm未満の樹木は測定の対象と

はしていませんが、森づくりの目標に合わせて、必要であれば測定・

作業の対象としてください。反対に、5㎝以上であっても、森づくり

の目標に照らして保存しておきたい木は伐採しないように気を付け

ましょう。 

調査を行う上

での工夫例 

【胸高断面積の計算方法】 

胸高直径で 5cm を超えるかどうかの判定が明確な場合などは、以

下に示すように、幹周のみで胸高断面積を計算することもできます。 

 

胸高断面積＝（幹周）2／４／円周率 

 

【伐採する樹木の決め方】 

間伐・除伐を行う場合は、あらかじめ伐採する木を仮決めし（チョ

ークなどで番号を付ける）、もう一度、その木の胸高断面積を計算し

ます。作業後に、森林の胸高断面積合計が目標とする値に近づくよう
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に、実際に伐採する木を選択しましょう。 

光環境を改善するには、落葉樹より常緑樹を伐採する方が効果は大

きくなり、常緑樹の太い木を優先して伐採すると効果的です。 

ただし、「どんぐりを付ける木を残したい」、「ご神木のように地域

で大切にしている木がある」などの理由がある場合には、まず守りた

いと考える樹木を残した上で、伐採する樹木を選ぶようにしてくださ

い。 

参考 胸高直径とは、地上から 1.2 メートル（北海道の場合 1.3 メート

ル）の高さでの木の幹の直径のことです。巻尺や輪尺で幹の周りの長

さを測ります。その際には、くぼみや空洞は考慮しないで構いません。

巻尺の場合は、得られた数値を円周率（「3.14」あるいは「3」）で割

ります。輪尺の場合は、得られた数値が直径です。 

48～49 ページにある「胸高断面積調査 記録野帳」の Excel 版※

を利用することで、簡便に胸高断面積を計算することができるように

なります。 

※「胸高断面積調査 記録野帳」の Excel 版の初期設定では、円周率

を 3.14 で計算するように設定されています。 

 

林床の低木・草本類は、林床を明るい状態（相対照度30％程度）に

すると、開花（花芽の形成）が期待できるようになります。相対照度

と胸高断面積の関係は、対象樹種や場所、林況等によって異なります

が、参考例として、ヒノキ林の場合 1ha 当たりの胸高断面積が 19.1

㎡で相対照度が 33.7％、里山二次林では 1ha 当たりの胸高断面積が

10.73 ~11.95 ㎡で相対照度が 28.7%となるとの研究例があります。 

なお、ここで示した目安については、必ずしも3年以内に実現しな

ければならないことを意味するものではありません。 
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③植生調査 【タイプ：里山林】 

調査名 植生調査（下層植生調査） 

調査のねらい 

藪払いや灌木の除伐などにより、林床環境を改善し、目標とする植物

の生育状況などを調べます。目標とする植物は「希少種」あるいは「里

山林の指標種」とします。 

想定作業 対象種の保全活動 

調査区の設定 

25 ㎡（36 ページ参照） 

調査区の広さが不十分と感じられた場合は、調査区の面積を拡大して

も構いません。 

調査方法 【初回調査】【年次調査】共通 

個 体 数：目標とする植物を決めて、その植物が調査区内にある数を

調べます。 

開花個体数：目標とする植物を決めて、調査区内にあるその植物個体

のうち開花している個体の数を調べます。 

 

※ 「希少種」と「里山林の指標種」の双方が存在している場合は、「希

少種」を優先するようにします。（「希少種」と「里山林の指標種」

の双方を目標とすることができますが、活動は「希少種」の保護を

優先するようにしてください。） 

※ 「希少種」とは、国、都道府県、市区町村が作成するレッドデータ

ブック（レッドリスト）に記載されているもののうち、里山林環境

で生育する種を想定しています。 

※ 「里山林の指標種」は、日本の里山林環境で生育する種（在来種に

限ります。）のことを指します。できるかぎり地域特有の自然や景

観、あるいは古い時代から継承されてきた要素を守る上で重要であ

るなど、地域にとって重要な種を選ぶようにします。 

※ 個体数、開花個体数を数えることが困難な場合、群落の面積で代用

しても構いません。 

留意点など 【調査の目標種について】 

「希少種」あるいは「里山林の指標種」は複数種類を選んでも構い

ません。 
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目標とする植物種は木本、草本を問いませんが、原則として、3年

以内に「個体数」あるいは「開花数」を増やすことができる種を選ん

でください。 

放置すると生育環境が悪化することが明確な場合には、初回調査で

得られた数値の維持を目標とすることができます。 

調査区内で目標とする種以外の希少種が見つかった場合は、その種

を目標とする希少種に追加、あるいは変更することもできます。 

初回調査段階では、調査区内に、目標とする種がなくても構いませ

ん。 

本調査では動物は調査対象外ですが、地域にとって重要と考えられ

る野生動物の生育環境を改善するために、「里山林の指標種」の位置

付けで餌や巣となる植物を増やすことを目標とすることはできます。 

【調査時期について】 

交付金の採択決定時期が、目標となる希少種あるいは里山林の指標

種の生育時期と異なる場合には、交付金の採択が決まる前か、採択決

定から 1 年以内で、目標とする希少種あるいは里山林の指標種が生

育する時期に調査を行います。 

交付金採択前に植生調査を行っている場合は、採択の前年度以降に

実施した調査の結果を初回調査に代えることができます。 

【作業内容について】 

明るい環境を好む希少種、暗い環境を好む希少種のように相反する

環境を好む複数の希少種が見つかった場合は、それぞれの希少種が生

育し続けることができるように、該当の希少種が生育する場所に応じ

た計画づくりを検討します。（活動対象地を全て同じような状態にす

る必要はありません。） 

苗木を植えて増やすようなケースでは27ページの「⑦苗木の活着

状況調査」で対応できます。 

調査を行う上

での工夫例 

図鑑などを利用したり、植物に詳しい方に尋ねたりするなどして、植

物の名前を確認するようにすることが望ましいです。 
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④萌芽再生率調査                 【タイプ：里山林】 

調査名 萌芽再生率調査 

調査のねらい 
萌芽更新を想定して伐採した木のうち、萌芽が再生し、その萌芽が生

存している株の割合を確認します。 

想定作業 萌芽再生、育苗、獣害被害防止など 

調査区の設定 25 ㎡（36 ページ参照） 

調査方法 【初回調査】 

樹  種：萌芽再生が見込める樹種かどうかを確認します。 

木の本数：萌芽再生を想定して伐採本数を数えます。 

【年次調査】 

萌芽再生した株数：伐採した株ごとに、萌芽枝発生の有無を確認し、

萌芽が再生し、その萌芽が生存している株の数を調べま

す。記録を取る際は、写真も撮影します。 

留意点など 萌芽再生率は樹種や樹齢、木の大きさなどの影響を受けます。特に老

木では萌芽更新が難しくなります。対象となる森林の状態などを調べた

上で、萌芽更新が期待できるかどうかを判断してください。 

萌芽再生率が目標数値より低かった場合、その後の対処法（例：除伐・

下刈りによる実生発芽促進、苗木補植、シカ食害防止ネット設置など）

を示してください。 

萌芽更新の対象樹木の伐採時期が、当年度の冬場になる場合は、１年

目の年次調査では、伐採本数のみを数えて、２年目以降に萌芽更新の状

況を確認していくことになります。 

萌芽更新した芽は、シカなどの食害対象となりますので、シカ生息地

域周辺では、シカ食害防止用ネット設置などの対策が必要になります。 

調査を行う上

での工夫例 

萌芽更新した株ごとに、一番高く伸びている芽の高さや太さを年次調

査で記録することで、時間経過に伴う成長の変化を確認できます。また、

萌芽再生に失敗した株の更新を補うための苗木等を準備しておくこと

も考えられます。苗木を準備する場合は、遺伝子資源の維持の観点から、

できる限り活動対象地あるいはその周辺で入手できる苗木（実生）・種

子を用いて育苗をするようにしてください。 
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⑤樹木の本数調査【除伐ケース】          【タイプ：里山林】 

  

調査名 樹木の本数調査 

調査のねらい 

林床の光環境の改善などを目的に林内中低木の除伐を行う際、調査区

画内の一定の高さ以上の樹木がどれだけあり、どの程度を伐採するかを

調べます。 

想定作業 除伐、下刈りなど 

調査区の設定 100 ㎡（35ページ参照） 

調査方法 

【初回調査】 

調査区内の低木（~３m）、亜高木（3ｍ~10ｍ）、高木（10ｍ~）

の樹木の本数を数えます。数えた樹木のうち、交付金利用期間に伐採

する樹木の本数と、残す樹木の本数を分けて数えて、面積当たりの低

木・亜高木・高木それぞれの伐採する本数と伐採率（伐採する本数÷

数える対象とした樹木の本数）を、数値目標として設定します。 

 

※ 調査区を設定する際に、その境界に当たるか当たらないかの木は、

調査対象木として本数に数えないでください。 

※ 枯損木の場合も設定した樹高以上であれば本数に数えてください。 

 

【年次調査】 

調査区内の設定した樹木の本数と伐採率を数えます。 

留意点など 

この調査方法は、除伐等による森林管理※を行うようなケースを想定

しています。 

※森林の下層～中層のヒサカキ、カシ類など除伐による林相転換

（例えば常緑樹林から落葉樹林へ）のための除伐など。 

 

刈払機を使った作業（ササの刈払いなど）がメインになるケースなど、

本数調査が適さない場合には25ページの「⑥見通し調査」等での実施

を検討してください。 

中低木よりも高木（10m 以上の木）の密度が高くて林床が暗い場合

は、18ページの「②木の混み具合調査（胸高断面積調査）」を参照して

ください。 



モニタリング調査のガイドライン 

 

25 

 

⑥見通し調査 【タイプ：里山林】 

調査名 見通し調査 

調査のねらい 

灌木やササ等が密集した森林で除伐作業を行うような場合で、初回調

査時に草本や灌木の本数調査を行うことが困難な場合等、林縁部からの

視認距離の改善状況を調べます。林内の見通し改善や生物多様性の向上

などの成果を確認する際に適した調査です。 

想定作業 ササ刈り、除伐など 

調査区の設定 定点調査 (37 ページ参照) 

調査方法 【初回調査】 

対象森林の林縁部に定点調査地を 3 か所以上設置し、各調査地か

ら森林の中央部に向かって視認できる距離（林縁部からの見通し距

離）をメートル単位で計測し、写真を撮影します。 

見通しを確認する高さ（地上高（ｃｍ））は、不法投棄防止や獣害

防止などの目的に応じて決めます。 

 

見通すことのできる距離（視認距離）：林縁部から林内を何メートル

奥まで見通すことができるかを測ります。 

 

（具体的な計測方法の一例） 

計測は 2 名以上で行います。

1名（ポールマン）は赤白ポール

と巻尺の一端を持って定点から

森林中央部へ進入します。他の1

名は、定点からポールマンを観

察し、ポールマンが視認困難な

地点まで到達した地点でポール 

マンを停止させ、巻尺の目盛りから定点とポールマンの距離を計測す

るとともに、ポールマンの写真を撮影します。 

 

【年次調査】 

（作業完了後に）初回調査で確認した場所から、森林の中央部に向

かって見通すことのできる距離（視認距離）を測ると同時に、その見

通しの改善状況を証明するための写真を撮影してください。 



モニタリング調査のガイドライン 

 

26 

 

留意点など 【調査の実施に当たっての留意点】 

定点調査地は、最低 3か所に設置してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 定点調査のイメージ 

（3か所を 3人で同時に調査する必要はありません） 

 

視認できる距離は、調査を行う季節、時間、天候等の影響を大きく

受けるので、これらの条件を可能な限り一致させてください。   

（9ページのＱ１参照。） 

 

【調査に当たって想定する活動】 

この調査方法は、次のような活動を想定しています。 

 林内の見通し改善や生物多様性の向上などを目的に、林内に侵

入しているササの刈払いや、林内の灌木などを除伐する作業。 

 健全な人工林の維持造成などを目的とする刈払い・除伐・枝打

ち・間伐等の作業。 

２年目以降に間伐を行う場合は、間伐を実施する年度から相対幹距

比等により数値目標を設定するようにしてください。 

調査を行う上

での工夫例 

数値目標は、例えば、クマ・イノシシなどとの予期せぬ遭遇を防ぐた

め、林縁部から５ｍ見渡せるようにする、といった数値目標の示し方な

どが考えられます。 
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⑦苗木の活着状況調査                 【タイプ：里山林】 

調査名 苗木の活着状況調査 

調査のねらい 森林再生のための植栽木（苗木）の活着状況を調べます。 

想定作業 植栽、除伐、間伐など 

調査区の設定 100 ㎡（35ページ参照） 

調査方法 【初回調査】 

苗木の本数：現在の森林の状態を確認し、単位面積当たりの植栽本数・

場所を決めます。 

 

【年次調査】 

活着した苗木数：植栽した苗木の状況を確認し、その時点で活着して

いる苗木の数を数えます。 

 

活着率＝（活着している苗木の数）／（植栽した苗木の数） 

 

留意点 間伐を進め、空いた空間に広葉樹の苗木を植栽するケースも考えられ

ます。このため、間伐実施年度は、前述の「木の混み具合調査」などを

実施し、植栽開始年度からは活着状況調査で新たに目標設定することも

考えられます。 

植栽した苗の活着状況が想定していた場合に比べて低い場合は、その

枯死した苗木の植栽箇所に補植することも検討してください。 

苗木は、遺伝子資源の維持の観点から、できる限り苗木の植栽予定地

又は近隣で採取された実生を利用するようにします。 

植栽した苗木が活着しなかった場合、その原因（シカ等の食害、水分・

土壌条件、日照条件など）を検証するとよいでしょう。 
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⑧竹の本数調査（本数） 【タイプ：竹林整備・侵入竹除去】 

調査名 竹の本数調査 

調査のねらい 
望ましい竹林の状態の維持や侵入竹の防止に向けて、必要な作業や進

展状況を確認するため、立竹の本数を数えます。 

想定作業 間伐、除伐など 

調査区の設定 100 ㎡（35ページ参照）又は、25㎡（36ページ参照） 

調査方法 Ⅰ．竹林内の間伐ケース 

【初回調査】 

竹の本数：現在の竹林の状態を確認し、立竹の本数を数えます。 

数値目標は、目標とする竹林の姿に相応しい立竹の本数を

定めます。地域や都道府県に立竹本数の目安がある場合

は、そちらに従ってください。 

【年次調査】 

立竹の本数を数えます。 

 

Ⅱ．森林内に竹が侵入しているケース 

【初回調査】 

竹の本数：現在の竹の侵入状態を確認し、立竹の本数を調べます。 

数値目標は、侵入している竹の除去を目的としているた

め、原則として立竹本数0本に定めますが、森林の荒廃の

度合いに応じて、森林の機能が失われない程度に定めま

す。 

【年次調査】 

立竹の本数を数えます。 

留意点など 竹林整備は、ただ本数を減らせばよいというわけではありません。周

辺への倒伏被害を防止できるよう、病虫被害竹、老齢竹、細い竹、隣接

しすぎている竹を優先的に伐採するようにしてください。 

倒伏被害を防止するため、平均直径と立竹本数のバランスを考慮して

作業を行うことを推奨します。 
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⑨木材資源利用調査 【タイプ：資源利用】 

調査名 木材資源利用調査 

調査のねらい 

伐採した木材を林内から搬出して、木材、薪、燃料などとして利活用

する場合の利用実態を把握し、持続的な森林管理を行うために、その搬

出量を調べます。 

想定作業 間伐、除伐など 

調査区の設定 
初回調査（立木幹材積）：水平面積で 100 ㎡（35ページ参照） 

年次調査（搬出される材積量）：活動対象となる森林全体 

調査方法 【初回調査】 

１．100㎡の調査区を設定し、目印を付けておきます。 

２．調査区内の交付金の活動期間（原則3年間）での利用（伐採）対象

木を確認し、立木幹材積の推定値を確認します。なお、3 年間の利

用量については、長期的にどのような森林にしていきたいのかを考

慮の上で、過剰利用にならないように配慮してください。 

３．次式により、対象森林全体の利用可能な木材資源量を把握します。 

 

  対象森林全体の利用可能な木材資源量（㎥） 

  ＝調査区内における利用（伐採）対象木の立木幹材積(㎥/100 ㎡) 

×100（調査区面積を ha当たりに換算）×対象森林の面積(ha) 

 

■立木幹材積の推定方法 

胸高直径や樹高が同じでも、立木幹材積は樹種や地域によって違い

があります。そのため、幹材積を推定するためには、地域ごとに作ら

れている立木幹材積表で調べる方法が最も正確です。例えば、立木幹

材積表には次のようなものが作られています。 

 

・「立木幹材積表－東日本編－」（林野庁森林整備部計画課、昭和 45 年） 

・「立木幹材積表－西日本編－」（林野庁森林整備部計画課、昭和 45 年） 

・各都道府県が作成している立木幹材積表          など 

 

また、計算で立木幹材積を求めることもできます。計算式にもいろ

いろな種類がありますが、例えば次ページのような計算式がありま
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す。本ガイドラインの 44 ページの立木幹材積早見表や 46~47 ペー

ジの調査野帳（Excel 版）はこの計算式を用いて作成しています。 

log𝑉 = −5 + 0.673278 + 1.726305 × log𝐷 + 1.227196 × log𝐻 

V：立木幹材積(m3)、D：胸高直径(cm)、H：樹高(m) 

 

※ 44ページの「立木幹材積早見表」や調査野帳（Excel 版）を活用す

ることで、上記の計算式を使わずに、より簡便に材積を求めること

ができます。 

 

【年次調査】 

１．森林から搬出（利用）された木質資源の大まかな材積（㎥）を調べ

ます。 

 

■材積の計算方法「末口二乗法」 

①切り出した丸太の長さをｍ単位で測ります。 

②丸太の細い方の径（太さ）を cm単位で測ります。 

 

 

 

その後は、長さが6m以上か6m未満かで計算方法が異なります。 

 

【長さが 6m未満（Ｌｍ）の場合】 

丸太の材積＝D2×L×1/10,000 

計算例：Ｄ＝30cm、Ｌ＝４mの場合 

丸太材積＝30２×４×１/10,000＝0.36ｍ３ 

D：丸太の末口の直径（cm 単位による数値） 

L：丸太の長さ（ｍ単位による数値） 

L 丸：長さ（m 単位による数値）で 1 に満たない端数を切捨て 
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【長さが6m以上（Ｌ‘ｍ）の場合】 

丸太の材積=[D+( L’－4)/2] 2×L×1/10,000 

計算例：Ｄ＝30cm、Ｌ＝6.4mの場合（L’=6m） 

丸太材積＝[30+(6-4)/２]２×6.4×１/10,000≒0.615ｍ３ 

 

※ 45ページにある「丸太材積早見表」を活用することで、上記の計算

式を使わずに、より簡便に材積を求めることができます。その際、

早見表に示された丸太の長さ(m)、丸太の末口の直径(cm)により近

い数字を使って材積を求めてください。 

 

２．搬出したおおまかな木質資源の材積量を集計することで、実際に利

用した年間資源量をとりまとめます。 

留意点 初回調査で確認された資源（量）を全て利用する必要はありません。 

対象地の資源量を踏まえて、過剰利用にならないように配慮します。 

特定の場所を一度に皆伐するなど、過剰な伐採は、森林の持つ水源涵

養、生物多様性保全、災害防止といった機能を大きく低下させることが

考えられますので好ましくありません。 

調査を行う上

での工夫例 

【年次調査の搬出される材積量の計算方法について】 

伐採した木材を林内から搬出して、木材、薪、燃料などとして利活

用する場合に、その搬出量を示すこともできます。 

その際、作業のたびに毎回、（末口二乗法等で）資源量を調べる必要

はありません。例えば、利用している軽トラック等で1回分の搬出量

を最初に調べたら、その後は同じ軽トラック等で何回搬出したのかを

数える形で利用量を計算して構いません。 

 

（例）1回当たり軽トラックで積載量一杯にしたら0.3ｍ３運び出せる場 

合、積載量一杯にして運び出した回数が 5回、軽トラックの積載量

の半分程度で運び出した回数が 3回の場合、 

0.3ｍ３×5回+0.15ｍ３×3回＝1.95ｍ３ 

で、1.95ｍ３の木材を運び出したと数えて構いません。 
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軽トラック何杯分という形で計算する場合は、必ず運び出した車

両ごとに写真を撮影し記録を取っていきます。 

同様に、標準的な薪束の材積を調べ、生産した薪束の数で利用し

た資源量を調べる方法や、炭窯の容量×炭焼き回数で利用した資源

量を計算するなどの方法もあります。 

標準的な薪束の量で調べる場合、標準的な薪束が0.02ｍ３の場合

には、100 束利用したら、2ｍ３分の資源を利用したと考えます。 

 

【交付金最終年あるいは終了後の推奨事項】 

3 年目の年次調査は、搬出利用された材積量だけでなく、初回調査

と同じ調査区で再び立木幹材積調査を実施すると、交付金終了後の木

質資源の持続的な利用計画づくりに役立ちます。 
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⑩特用林産物等利用調査             【タイプ：資源利用】 

調査名 特用林産物等利用調査 

調査のねらい 
利用を想定する特用林産物等（きのこ類、たけのこ、薬用植物等）の

年間の利用量・販売量（数値目標）を調べます。 

想定作業 間伐、除伐、植菌など 

調査区の設定 ― 

調査内容 【初回調査】 

活動対象地において、該当の資源が存在している、あるいは作業を行

うことで利用できるようになるかどうかの確認を行います。利用を想定

する特用林産物等（きのこ類、たけのこ、薬用植物等）の年間の利用量・

販売量（数値目標）を決めます。 

 

【年次調査】 

年度内において利用（販売）した利用量・販売量を確認します。 

留意点など 持続的な利用に十分留意した計画を立てるようにします。 

特用林産物や薬用植物の生産をしていくケースへの適用を想定して

います。 

 

 


